
【第１条関係】中野区職員の退職手当に関する条例新旧対照表

改正案 現行

第１条 （略） 第１条 （略）

（支給対象） （支給対象）

第２条 退職手当の支給を受ける者は、次に掲げる

職員とする。

第２条 退職手当の支給を受ける者は、次に掲げる

職員とする。

⑴・⑵ （略） ⑴・⑵ （略）

⑶ 中野区職員の給与に関する条例第１８条第

１項に定める給与を支給される職員（以下「育

児休業に伴う臨時的任用職員」という。）のう

ち、その勤務形態が前２号に掲げる職員に準ず

るもの

２ 前項第３号に規定する勤務形態が同項第１号

及び第２号に掲げる職員に準ずるものとは、常時

勤務を要する職員について定められている勤務

時間以上勤務した日（法令又は条例若しくはこれ

に基づく中野区規則その他の規程により、勤務を

要しないこととされ、又は休暇を与えられた日を

含む。）の数（以下「勤務日数」という。）が１

８日（１か月間の日数（中野区職員の勤務時間、

休日、休暇等に関する条例（平成１０年中野区条

例第１号。以下「勤務時間条例」という。）第１

９条第１項の規定その他の規程による週休日等

（勤務時間条例第４条及び第５条の規定による

週休日、勤務時間条例第１０条及び第１１条の規

定による休日並びに勤務時間条例第１２条第１

項の規定により指定された代休日をいう。以下同

じ。）に相当する日は、算入しない。）が２０日

に満たない日数の場合にあつては、１８日から２

０日と当該２０日に満たない日数との差に相当

する日数を減じた日数。以下「職員みなし日数」

という。）以上ある月が引き続いて６月を超える

に至つた者で、その超えるに至つた日以後引き続

き当該勤務時間により勤務することとされてい

るものをいう。

（退職手当の支給） （退職手当の支給）

第３条 退職手当は、職員が退職した場合に、その

者（死亡による退職の場合には、その遺族）に支

給する。ただし、次の各号のいずれかに該当する

第３条 退職手当は、職員が退職した場合に、その

者（死亡による退職の場合には、その遺族）に支

給する。ただし、次の各号のいずれかに該当する
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場合は、退職手当は、支給しない。 場合は、退職手当は、支給しない。

⑴ 前条第１項第１号及び第２号に掲げる職員

のうち、任期の定めのないもの（以下「任期の

定めのない職員」という。）が退職した場合に

おいて、その者が退職の日又はその翌日に再び

任期の定めのない職員となつたとき。

⑴ 前条各号に掲げる職員のうち、任期の定めの

ないもの（以下「任期の定めのない職員」とい

う。）が退職した場合において、その者が退職

の日又はその翌日に再び任期の定めのない職

員となつたとき。

⑵ 前条第１項第１号及び第２号に掲げる職員

のうち、任期の定めのあるもの（以下「任期の

定めのある職員」という。）が退職した場合に

おいて、その者が退職の日又はその翌日に再び

任期の定めのない職員又は任期の定めのある

職員となつたとき。

⑵ 前条各号に掲げる職員のうち、任期の定めの

あるもの（以下「任期の定めのある職員」とい

う。）が退職した場合において、その者が退職

の日又はその翌日に再び任期の定めのない職

員又は任期の定めのある職員となつたとき。

⑶ 前条第１項第３号に掲げる職員が退職した

場合において、その者が退職の日又はその翌日

に再び任期の定めのない職員又は任期の定め

のある職員となつたとき。

⑷ 前条第１項第３号に掲げる職員が退職した

場合において、その者が退職の日又はその翌日

に再び育児休業に伴う臨時的任用職員となつ

たとき。

２ 前項の規定による場合のほか、前条第１項第３

号に掲げる職員のその月の勤務日数が職員みな

し日数に達しないこととなつたときは、その月の

末日において退職したものとみなして退職手当

を支給する。

３ 第１項ただし書の規定にかかわらず、同項第４

号に規定する再び育児休業に伴う臨時的任用職

員となつた者のその月の勤務日数が職員みなし

日数に達しないこととなつたときは、その月の末

日において退職したものとみなして退職手当を

支給する。

４ 第４条の３の規定による退職手当（以下「一般

の退職手当」という。）及び第１２条の規定によ

る退職手当は、職員が退職した日から起算して１

月以内に支払わなければならない。ただし、死亡

により退職した者に対する退職手当の支給を受

けるべき者を確知することができない場合その

他特別の事情がある場合は、この限りでない。

２ 第４条の３の規定による退職手当（以下「一般

の退職手当」という。）及び第１２条の規定によ

る退職手当は、職員が退職した日から起算して１

月以内に支払わなければならない。ただし、死亡

により退職した者に対する退職手当の支給を受

けるべき者を確知することができない場合その

他特別の事情がある場合は、この限りでない。

第４条～第９条 （略） 第４条～第９条 （略）

（退職手当の調整額） （退職手当の調整額）

第１０条 （略） 第１０条 （略）



２・３ （略） ２・３ （略）

４ 第２項の休職月等とは、次に掲げる期間のある

月（現実に職務に従事することを要する日（次に

掲げる期間（無罪の判決が確定した場合における

第２号に掲げる期間を除く。）以外の期間におけ

る週休日等及び勤務時間条例第１９条第１項の

規定その他の規程による週休日等に相当する日

以外の日をいう。）のあつた月を除く。）をいう。

４ 第２項の休職月等とは、次に掲げる期間のある

月（第１号から第７号までに掲げる期間のある月

にあつては現実に職務に従事することを要する

日のあつた月を除き、第８号に掲げる期間のある

月にあつては育児短時間勤務等（地方公務員の育

児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０

号）その他の法律の規定による育児短時間勤務及

び育児短時間勤務の例による短時間勤務をいう。

以下同じ。）の期間以外の期間における現実に職

務に従事することを要する日のあつた月を除

く。）をいう。

⑴～⑹ （略） ⑴～⑹ （略）

⑺ 育児休業（地方公務員の育児休業等に関する

法律（平成３年法律第１１０号）その他の法律

の規定による育児休業をいう。以下同じ。）の

期間

⑺ 育児休業（地方公務員の育児休業等に関する

法律その他の法律の規定による育児休業をい

う。以下同じ。）の期間

⑻ 育児短時間勤務等（地方公務員の育児休業等

に関する法律その他の法律の規定による育児

短時間勤務及び育児短時間勤務の例による短

時間勤務をいう。以下同じ。）の期間

⑻ 育児短時間勤務等の期間

５～７ （略） ５～７ （略）

（勤続期間の計算） （勤続期間の計算）

第１１条 （略） 第１１条 （略）

２ 前項の規定による在職期間の計算は、職員とな

つた日の属する月から退職した日の属する月ま

での月数（第２条第１項第３号に掲げる職員にあ

つては、引き続いた勤務日数が職員みなし日数以

上ある月の月数）による。

２ 前項の規定による在職期間の計算は、職員とな

つた日の属する月から退職した日の属する月ま

での月数による。

３ 職員が退職した場合（第１６条第１項各号のい

ずれかに該当する場合を除く。）において、次の

各号のいずれかに該当するときは、前２項の規定

による在職期間の計算については、引き続いて在

職したものとみなす。

３ 職員が退職した場合（第１６条第１項各号のい

ずれかに該当する場合を除く。）において、次の

各号のいずれかに該当するときは、前２項の規定

による在職期間の計算については、引き続いて在

職したものとみなす。

⑴・⑵ （略） ⑴・⑵ （略）

⑶ 第２条第１項第３号に掲げる職員が退職し

た場合（第３条第２項又は第３項の規定により

退職したものとみなされる場合を除く。）にお

いて、その者が退職の日又はその翌日に再び任

期の定めのない職員、任期の定めのある職員又

は育児休業に伴う臨時的任用職員となつたと



【第２条関係】中野区職員の退職手当に関する条例新旧対照表

き。

⑷ 育児休業に伴う臨時的任用職員（第２条第１

項第３号に掲げる職員を除く。）が退職した場

合において、その者が退職の日又はその翌日に

再び育児休業に伴う臨時的任用職員となつた

とき。

４～８ （略） ４～８ （略）

第１２条 （略） 第１２条 （略）

（失業者の退職手当） （失業者の退職手当）

第１３条 （略） 第１３条 （略）

２ 前項の基準勤続期間とは、職員としての勤続期

間をいう。この場合において、当該勤続期間に係

る職員となつた日前に職員又は職員以外の者で

勤務日数が職員みなし日数以上ある月が１月以

上あるもの（季節的業務に４か月以内の期間を定

めて雇用され、又は季節的に４か月以内の期間を

定めて雇用されていた者にあつては、引き続き当

該所定の期間を超えて勤務したものに限る。）で

あつた者（以下この項において「職員等」という。）

については、当該職員等であつた期間を含むもの

とし、当該勤続期間又は当該職員等であつた期間

に次の各号に掲げる期間が含まれているときは、

当該各号に掲げる期間に該当する全ての期間を

除く。

２ 前項の基準勤続期間とは、職員としての勤続期

間をいう。この場合において、当該勤続期間に係

る職員となつた日前に職員又は職員以外の者で

常時勤務を要する職員について定められている

勤務時間以上勤務した日が１８日以上ある月が

１月以上あるもの（季節的業務に４か月以内の期

間を定めて雇用され、又は季節的に４か月以内の

期間を定めて雇用されていた者にあつては、引き

続き当該所定の期間を超えて勤務したものに限

る。）であつた者（以下この項において「職員等」

という。）については、当該職員等であつた期間

を含むものとし、当該勤続期間又は当該職員等で

あつた期間に次の各号に掲げる期間が含まれて

いるときは、当該各号に掲げる期間に該当する全

ての期間を除く。

⑴・⑵ （略） ⑴・⑵ （略）

３～１４ （略） ３～１４ （略）

第１４条～第２４条 （略） 第１４条～第２４条 （略）

附 則 （略） 附 則 （略）

改正案 第１条による改正後

第１条～第９条 （略） 第１条～第９条 （略）

（退職手当の調整額） （退職手当の調整額）

第１０条 （略） 第１０条 （略）

２・３ （略） ２・３ （略）

４ 第２項の休職月等とは、次に掲げる期間のある

月（現実に職務に従事することを要する日（次に

掲げる期間（無罪の判決が確定した場合における

第２号に掲げる期間を除く。）以外の期間におけ

る週休日等及び勤務時間条例第１９条第１項の

４ 第２項の休職月等とは、次に掲げる期間のある

月（現実に職務に従事することを要する日（次に

掲げる期間（無罪の判決が確定した場合における

第２号に掲げる期間を除く。）以外の期間におけ

る週休日等及び勤務時間条例第１９条第１項の



附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条及び附則第３項の規定は、令和５年４月１日から

施行する。

（経過措置）

２ 第１条の規定による改正後の中野区職員の退職手当に関する条例（以下「改正後の条例」という。）第

２条第１項の規定の適用については、この条例の施行の日から令和５年３月３１日までの間に限り、同項

第１号中「常時勤務を要するもの」とあるのは、「常時勤務を要するもの（地方公務員法（昭和２５年法

律第２６１号）第２８条の４第１項又は第２８条の６第１項の規定により採用された職員を除く。以下同

じ。）」とする。

３ 地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）附則第４条第１項若しくは第２項又は第

５条第１項若しくは第３項の規定により採用された職員に対する改正後の条例第２条第１項の規定の適

用については、同項第１号中「常時勤務を要するもの」とあるのは、「常時勤務を要するもの（地方公務

員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）附則第４条第１項若しくは第２項又は第５条第１項

若しくは第３項の規定により採用された職員を除く。以下同じ。）」とする。

規定その他の規程による週休日等に相当する日

以外の日をいう。）のあつた月を除く。）をいう。

規定その他の規程による週休日等に相当する日

以外の日をいう。）のあつた月を除く。）をいう。

⑴～⑷ （略） ⑴～⑷ （略）

⑸ 高齢者部分休業（地方公務員法第２６条の３

の規定による高齢者部分休業及びその他の規

程によるこれに相当する休業をいう。）の期間

⑹ 自己啓発等休業（地方公務員法その他の法律

の規定による自己啓発等休業をいう。以下同

じ。）の期間

⑺ 配偶者同行休業（地方公務員法その他の法律

の規定による配偶者同行休業をいう。以下同

じ。）の期間

⑸ 配偶者同行休業（地方公務員法その他の法律

の規定による配偶者同行休業をいう。以下同

じ。）の期間

⑻ 教育公務員特例法第２６条第１項の規定に

よる大学院修学休業の期間

⑹ 教育公務員特例法第２６条第１項の規定に

よる大学院修学休業の期間

⑼ 育児休業（地方公務員の育児休業等に関する

法律（平成３年法律第１１０号）その他の法律

の規定による育児休業をいう。以下同じ。）の

期間

⑺ 育児休業（地方公務員の育児休業等に関する

法律（平成３年法律第１１０号）その他の法律

の規定による育児休業をいう。以下同じ。）の

期間

⑽ 育児短時間勤務等（地方公務員の育児休業等

に関する法律その他の法律の規定による育児

短時間勤務及び育児短時間勤務の例による短

時間勤務をいう。以下同じ。）の期間

⑻ 育児短時間勤務等（地方公務員の育児休業等

に関する法律その他の法律の規定による育児

短時間勤務及び育児短時間勤務の例による短

時間勤務をいう。以下同じ。）の期間

５～７ （略） ５～７ （略）

第１１条～第２４条 （略） 第１１条～第２４条 （略）

附 則 （略） 附 則 （略）



（中野区職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例の一部改正）

４ 中野区職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（令和４年中野区条例第３８号）の一部を次

のように改正する。

第１０条第４項の改正規定を削る。

【附則第４項関係】中野区職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（令和４年中野区条例第３８

号）新旧対照表

改正後 改正前

中野区職員の退職手当に関する条例（昭和３２年

中野区条例第１号）の一部を次のように改正する。

中野区職員の退職手当に関する条例（昭和３２年

中野区条例第１号）の一部を次のように改正する。

（略） （略）

第１０条第４項各号列記以外の部分を次のよう

に改める。

第２項の休職月等とは、次に掲げる期間のある

月（現実に職務に従事することを要する日（次に

掲げる期間（無罪の判決が確定した場合における

第２号に掲げる期間を除く。）以外の期間における

週休日等（中野区職員の勤務時間、休日、休暇等

に関する条例（平成１０年中野区条例第１号）第

４条及び第５条の規定による週休日、同条例第１

０条及び第１１条の規定による休日、同条例第１

２条第１項の規定により指定された代休日並びに

その他の規程によるこれらに相当する日）以外の

日をいう。）のあつた月を除く。）をいう。

第１０条第４項第８号中「育児短時間勤務等」の

次に「（地方公務員の育児休業等に関する法律その

他の法律の規定による育児短時間勤務及び育児短

時間勤務の例による短時間勤務をいう。以下同

じ。）」を加え、同号を同項第１０号とし、同項第

７号中「地方公務員の育児休業等に関する法律」の

次に「（平成３年法律第１１０号）」を加え、同号

を同項第９号とし、同項第６号を同項第８号とし、

同項第５号を同項第７号とし、同項第４号の次に次

の２号を加える。

⑸ 高齢者部分休業（地方公務員法第２６条の３

の規定による高齢者部分休業及びその他の規程

によるこれに相当する休業をいう。）の期間

⑹ 自己啓発等休業（地方公務員法その他の法律

の規定による自己啓発等休業をいう。以下同

じ。）の期間

（略） （略）


